
 皆様、本日はお忙しい中ご参加いただき、誠にありがとうござ
います。社⾧の古宮です。

 本日は、2025年3月期決算実績及び期末配当、中期経営計画
2022-2024の振り返り、2026年3月期通期業績予想及び株主還
元、セグメントの状況、中期経営計画2025-2027と今期の取り
組みについてご説明いたします。

 まず、「2025年3月期決算実績及び期末配当」について説明し
ます。4ページをご覧ください。







 2025年3月期連結決算についてです。

 営業収益は、鉄道事業を始めとした各事業における需要が回復した
ことなどにより、対前年で339億円増の4,543億円となりました。

 営業利益は、営業収益の増加により、対前年で118億円増の589億
円。EBITDAも、対前年で158億円増加し、959億円となりました。

 また、親会社株主に帰属する当期純利益は、前年に実施しましたド
ラッグイレブン株式の売却に伴う譲渡益の減があったものの、営業
利益等の増加により、対前年で52億円増の436億円となりました。

 以上の業績を踏まえ、期末配当は1株あたり51円50銭、中間配当と
合わせた年間配当は1株当たり98円を予定しています。

 次に、｢中期経営計画2022-2024の振り返り｣について説明します。
9ページをご覧ください。











 中期経営計画2022-2024の振り返りについてご説明します。

 2024年度までの前中期経営計画については、インフレの加速な
ど、計画策定当初に見込んでいなかった大きな経営環境の変化
がありましたが、コスト構造改革や西九州新幹線開業効果の最
大化など、各種施策が順調に推移し、数値目標について達成す
ることができました。

 特にROEについては、5.5%～7.5%程度と見込んでいる資本コ
ストに対して9.7％となりました。資本コストとのスプレッドを
拡大することができ、PLの目標とも併せて成⾧軌道への復帰を
果たすことができたと考えています。

 次のページをご覧ください。



 設備投資について、維持更新投資に一部期ズレが発生したもの
の、計画策定当初未確定としていた成⾧投資を含めて、3年間で
概ね予定通りに実行することができました。

 また資金調達について、各事業における需要が緩やかに回復し
たことに伴い、営業キャッシュフローは想定よりも増加した一
方、社債・借入等はその活用余地を残す結果となりました。

 次のページをご覧ください。



 前中期経営計画で掲げていた3つの重点戦略は概ね順調に推移し
た一方、足元の大きな経営環境の変化を踏まえて将来を見据え
た場合、課題も残ったと認識しています。

 人材戦略の推進や経営基盤の強化についても、新たな取り組み
を進めるなど一定の成果は得られましたが、今後取り組むべき
課題も同時に見えてまいりました。

 次のページをご覧ください。



 前中期経営計画における非財務KPIの実績について説明します。

 それぞれのマテリアリティに対応する形で各KPIを設定していま
したが、概ね達成することができました。

 まず、脱炭素社会の実現についてはグループ全体でのスコープ3
の排出量の開示まですすめることができました。

 次に人づくりについて、新入社員の女性比率が目標を越えたほ
か、リスキング支援として掲げていた項目も目標を大きく上回
ることができました。また、従業員意識調査の結果について、
前年度より0.05ポイント上昇しました。2024年度初に実施した
人事・賃金制度の改正や経営陣と従業員の意見交換会が寄与し
たものと評価しております。

 次に「2026年3月期通期業績予想及び株主還元」についてご説
明します。14ページをご覧ください。





 2026年3月期の通期業績予想のハイライトです。

 営業収益は、鉄道事業における運賃料金改定や不動産・ホテル
セグメントにおける物件売却の増などにより、289億円増の
4,833億円を見込んでいます。

 営業利益は、従業員の待遇改善による人件費の増や、動力費、
鉄道や駅ビルにおける修繕費の増を見込んでいるものの、営業
収益の増により、86億円増の676億円を見込んでいます。

 当期純利益は、営業利益の増などにより、74億円増の511億円
を見込んでいます。

 17ページをご覧ください。







 設備投資計画について説明します。

 今期は引き続き借入余力を活用し、物流施設や賃貸マンション
への成⾧投資を計画しております。

 加えて、運賃改定を契機とした鉄道車両の改造などの維持更新
投資も計画しております。

 これらにより、全体として1,175億円の設備投資を計画してい
ます。

 次のページをご覧ください。



 株主還元について説明します。

 中期経営計画2025-2027では、株主還元方針は連結配当性向
35％以上の配当を実施するとともに、機動的に自己株式取得を
行うこととしております。この方針を踏まえ、今期の配当予想
は1株当たり年間配当金115円としています。

 また、中期経営計画2022-2024を総括し、資本効率性の向上及
び資本コストの低減のため、2025年5月9日の取締役会にて100
億円の自己株式取得を決議しました。

 なお、取得した自己株式については消却することを前提として
おります。

 次に、セグメントの状況について説明します。20ページをご覧
ください。





 運輸サービスセグメントについてです。

 前期の鉄道旅客運輸収入は定期・定期外ともに想定に対して堅調に推移しまし
た。3月には4月の運賃・料金改定を見据えて、特に定期において前買いがあっ
たと認識しています。

 鉄道事業の費用については、動力費は想定よりも低く推移したものの、一時金
の支給による人件費の増や修繕費の増などから、全体として想定を上回って着
地しました。

 今期は運賃・料金改定に伴い、一定程度のお客さまの逸走を見込んでおります
が、鉄道旅客運輸収入は大幅な増収を見込んでおります。

 費用についてはベースアップによる人件費の増や運賃・料金改定を原資とした
修繕費の増などを見込んでおりますが、営業利益では大幅な増益を見込んでお
ります。

 なお、2024年8月から運行を停止し2024年12月に事業廃止を決定したJR九州
高速船について、前期の営業利益への影響は約11億円と見込んでおります。

 次のページをご覧ください。



 次に、鉄道事業のインバウンドの状況について説明します。

 まず、インバウンド収入について今期から英字発券による収入を推計し
てカウントすることといたしました。

 そのため、鉄道旅客運輸収入に占めるインバウンド収入の割合は従来の
3%程度の水準から4%台に増加しております。

 第4四半期のインバウンド収入は、第3四半期の95%程度の水準で推移し
ました。

 インバウンド収入の過半を占めるJR九州レールパスの販売数は、前年を
上回る水準で推移しております。

 地域別販売先について、中国からのお客さまのご利用の回復が継続し、
通年では香港のお客さまをわずかに上回る結果となりました。

 なお、今期のインバウンド収入は前期から10％程度の伸⾧を見込んでお
ります。

 23ページをご覧ください。





 次に、不動産・ホテルセグメントについて説明します。

 まず、不動産賃貸事業について、前期の駅ビルのテナント売上
高は、引き続きJR博多シティが牽引し、過去最高の収入を記録
しました。引き続き、今期も前期と同水準で推移していくこと
を見込んでおります。

 また、オフィスビルや賃貸マンションの入居率についても堅調
であり、今期も前期と同水準での推移を見込んでおります。

 一方、コストについて、今期は駅ビルなどに対して安全対策等
の修繕を実施する見込みです。

 次のページをご覧ください。



 次に、不動産販売事業について説明します。

 前期は、分譲マンション販売は想定に対して順調に推移した一
方、保有物件売却は想定通り減少し、全体として減収となりま
した。

 今期は、分譲マンション販売、保有物件売却ともに前期より増
加することを見込んでおります。

 次のページをご覧ください。



 次に、ホテル事業について説明します。

 前期は、ADR・稼働率ともに、インバウンド比率の高いホテル
が伸⾧を牽引し、想定を上回る水準で推移しました。

 今期は、稼働率については前期の平均程度の83％、ADRについ
ては前期より緩やかに上昇し25,000円程度を見込んでおります
。

 次のページをご覧ください。



 流通・外食セグメントについてです。

 前期は小売と飲食の既存店がいずれも好調に推移するとともに
、新店も順調に推移したことなどから増収増益となりました。

 既存店については駅立地店舗、郊外等の店舗いずれも好調に推
移し、お客さま単価も前期をやや上回る水準で推移しておりま
す。

 今期も既存店の売上高が継続して増加することに加え、新店も
前期と同程度を出店することを見込んで、増収増益となる見込
みです。

 次に、「中期経営計画2025-2027と今期の取り組み」について
説明します。29ページをご覧ください。







 前中期経営計画において掲げた「成⾧軌道への復帰」は概ね果たすことができたと考
えています。

 一方、グローバルな社会・経済情勢の変化は当社グループに大きなインパクトをもた
らしていると認識しています。

 前中期経営計画の課題や環境変化を踏まえ、当社グループが⾧期的な視点で持続的な
成⾧を遂げていくための期間として「中期経営計画2025-2027」を策定いたしまし
た。

 本計画においては、3つの重点戦略と、それらを支える4つの経営基盤強化の取り組み
を推進してまいります。

 これまでの取り組みに加えて運賃改定を踏まえて増加する予定の営業キャッシュ・フ
ローや負債の活用余地を活かして、維持更新投資や株主還元、成⾧投資へ充当してい
く予定です。

 その結果として、2027年度末で営業収益5,300億円、営業利益710億円、
EBITDA1,150億円を目指してまいります。

 また、鉄道資産の減損に伴う減価償却費の逓増が継続する中、ROEについては現行水
準を維持してまいります。

 次のページをご覧ください。



 まず、運賃改定に伴う取り組みについてご説明いたします。

 2025年4月1日より約30年ぶりの鉄道運賃・料金の改定を実施
いたしました。

 これは、鉄道事業の継続に必要な対応を実施するためのもので
、すでに前期より設備や車両の老朽化への対応を進めておりま
す。

 本中計期間ではそれらの対応に加え、お客さまの利便性向上の
ため、チケットレスサービスの導入・拡大を行ってまいります
。

 次のページをご覧ください。



 次に、未来鉄道プロジェクトについてご説明いたします。

 2030年度までに140億円の収支改善を目指し、持続的に利益を
生み出す体質をつくることで「鉄道の価値向上と成⾧の好循環
」を生み出すことをゴールとしております。

 これまでも安全性の向上や設備のスリム化に取り組んできまし
たが、これからも新技術等を活用しつつ、GOA2.5自動運転区
間の拡大やCBMの推進を図ってまいります。

 次のページをご覧ください。



 次に、ローカル線の取り組みについてご説明いたします。

 令和2年7月豪雨により運転見合わせが続いていた肥薩線の八代
～人吉間について、鉄道による復旧で熊本県と最終合意いたし
ました。

 熊本県等を第三種鉄道事業者、当社を第二種鉄道事業者とする
上下分離方式を採用し、用地及び鉄道施設は当社から熊本県等
に無償で譲渡したうえで、当社が無償で借り受けて運行いたし
ます。

 2033年度頃の運行再開に向けて、地域と一体となり鉄道を持続
させる新しいモデルを目指し、復旧に取り組んでまいります。

 次のページをご覧ください。



 次に、物流不動産の取り組みについて説明します。

 3月には九州における交通や物流の要所の一つである鳥栖近郊
に、九州内5棟目となる物流施設を取得しました。同じく鳥栖
近郊では、当社初の自社開発物件である「LOGI STATION 福
岡小郡」の竣工を控えております。

 また、物流施設も建設されることが予定されている、官民連携
の産業団地開発「サザン鳥栖クロスパーク開発事業」におい
て、開発事業者であるコンソーシアムに参画いたします。

 半導体産業の活況もあり、物流不動産の空室率は依然低い水準
であり、今後も継続することが見込まれることから、引き続き
物流不動産の開発・取得を進めてまいります。

 次のページをご覧ください。



 次に、非財務KPIについて説明します。

 マテリアリティの見直しに伴い、それらに対応したKPIを設定し
ました。

 前中計から継続する取り組みに加えて、グループガバナンスの
強化やスコープ3への対応等新たな項目を追加しております。

 また、従来「2030年度の女性管理職割合」としていた項目を「
勤続15年以上の社員に占める管理職の割合」と見直しました。
さらに、女性の定着率やDE&I指標を新たにKPIとして掲げたほ
か、男性の育児休職等取得率についてもより効果的な目標に改
めました。

 これらの非財務KPIの進捗管理を着実に進めることによって、よ
り一層の社会的価値の創造及び持続可能性の向上を図り、企業
価値を向上させてまいります。

 以上でご説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。


















